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第 1 章 持続可能な交通の実現と施策受容性  
 
1.1. 交通と環境問題  










1.1.2 交通部門からの CO2 排出  
 交通部門の環境問題のうち，大きな課題の一つは CO2 排出である．地球温暖
化問題への対応として，主要先進国は，2050 年の温室効果ガス排出量を基準年





 自動車から排出される温室効果ガスの殆どは CO2 である．図表 1-1 は，EU，
米国及び日本の CO2 排出量について UNFCCC への報告に基づき過去の実績を
概観したものである．EU では，CO2 排出量の約 25%が交通部門からの排出で
あり，その 9 割以上が自動車からの排出である．1990 年対比 15 年間での交通
部門からの排出量の伸び率は約 25%である．米国では，CO2 排出量の約 30%を
交通部門が占め，そのうち約 80%が自動車からの排出であり，基準年対比の伸
び率も約 30%と高い．日本においても，CO2 排出量の約 20%が交通部門由来で




図表 1.1 交通部門からの CO2 排出量の推移  
 






1.2 持続可能性と交通政策  
1.2.1 持続可能な交通の視点  
















Sustainable Transport: EST)とし３，ST に向けた政策と具体的な施策の検討が
進められた．  
 





手段や経済的手段などの取組みが見られる．上述の EU や OECD の ST に向け
た施策の検討を経て，交通需要管理 (Transport Demand Management: TDM)や





く自主規制に代えて１km 走行当たりの CO2 排出量規制の法制化が検討され，




年，ICT による著しい技術進歩で克服可能となったと主張される (関 2005)．他
方，技術革新による対応も限界費用が増大し，実際，技術進展の速度が鈍化して












1.2.3 持続可能な交通と施策の受容性  
 持続可能な交通に向けて，制度・政策・施策が理論に沿った内容で野心的に検
討され，計画が取り進められたとしても，それだけでそれら制度・政策・施策の





ィ破壊，自然 (環境資源 )破壊の 3 カテゴリーへ大別され，空間的時間的な広がり



















































でのアンケートから観察された受容性状況につき Schlag and Shade(2000)が図
表 1-2 の通りまとめている．  
 



















件として施策の受容性の問題が指摘 (Jones 1998)されている．  
 
1.3 交通部門における受容性問題へのアプローチ  
1.3.1 受容性問題を捉える視点  
































1.3.2 交通部門における受容性に係る先行研究の知見と新たな視点  
8 
 
 交通部門における施策の受容性研究によって得られている知見は，第 3 章で詳
述するが，その概要は以下の通りである．第一に，交通部門における TDM や
MM と言った具体的施策の中で，とりわけ持続可能な交通実現に向け外部性の内
部化により価格付けを行う施策の受容性が重要となる (Miola 2011 及び
Harsman 2001)．第二に，具体的な施策の受容性要因としては，TDM 施策に対
する施策の公平性，施策の効率性，問題の重大性，及び移動・選択の自由の各認
知 ９ 等が指摘される (Jacobsson et al. 2000, Garling and Schuitema2007, 
Garling and Loukopoulios 2007, Eriksson et al. 2006 and Eriksson et al. 
2008)．また，TDM 施策の中でも，自動車交通の抑制を直接的目的とするロー
ドプライシングについては，これら要因に加えて，問題の社会的問題としての認
知と過程の公正性等が指摘されている (藤井他 2002, 藤井 2003, Jaensirisak et 

















 こうした追加的作業のための分析手法としては，第 3 章第 4 項で検討される
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1.4 本論文の目的と構成  





































の行動原理の視点 )との 3 つの観点から，交通部門における施策の受容性向上の
要因に係る新たな知見を得ることを目的とする．   
 本論文では，こうした目的のために，具体的な 2 事例につき，上述の受容性分
析の枠組みを用いて受容性向上要因を検討していく．第一の事例としては，オラ
ンダにおいて採用直前まで具体的検討が進展したロードプライシングを採り上

























 以上の検討を踏まえて，本論文は，第 2 章で，持続可能な交通に向けた政策・
施策の変遷を概観し，施策受容性が重要となっている現状を分析する．第 3 章で
は，交通部門における受容性研究の手法と研究の到達点を分析し，新たな分析枠
組みにつき検討を加え提示する．これを踏まえ，第 4 章と第 5 章では，上記の 2
事例につき受容性の要因を分析し，これら事例研究より得られた知見に基づき，




                                                   
１世界銀行ホームページ ”Data, Motor vehicles (per 1,000 
people)”http://data.worldbank.org/indicator/IS.VEH.NVEH.P3/countries?dis
play=graph (2014 年 6 月 6 日アクセス． ) 
２  1992 年 2 月に公表された欧州委員会青書「The Impact of Transport on the 
Environment」は，「環境への悪影響を封じ込めつつ，経済的社会的役割を果た
すことが出来る mobility または transport」を「sustainable mobility」と定義
した．  







                                                                                                                                                                        
５「長期」とする際の時間的長さについては，OECD の EST 政策の議論の中で，
目標達成の時期を 2030 年としていること，また気候変動枠組条約に基づく温暖
化対策に係る先進諸国の温室効果ガス削減に係る国際的コミットメント達成時
期が 2050 年となっていること，また，第 2 章第 2 項にて考察するトランジショ
ン・マネジメントにおける社会的構造変化の時間軸が 1 世代として 25 年から 35
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2.1 持続可能な交通に向けた政策の変遷  
2.1.1 持続可能な交通の定義  







 EU における ST 概念の導入は，1992 年 2 月に公表された欧州委員会青書「The 
Impact of Transport on the Environment」 (CEC 1992)において「環境への悪
影響を封じ込めつつ，経済的社会的役割を果たすことが出来る mobility または
transport」を「 sustainable mobility」と定義したことに始まるとされる (香川
他 , 2002)．また，OECD は，1996 年 3 月に公表した「Towards sustainable 
Transportation」 (OECD 1997)において，Herman Daly の持続可能な発展の定






義した．また， 1996 年には「Pollution prevention control, Environmental 
criteria for sustainable transport」(OECD 1996)において，上記定義に加えて，
「複数の中間的な目標到達を経つつ達成される長期の概念である」との認識を含
むべく拡大した定義が EST たりうると示唆している．  
 2000 年代に入り，EU は ECMT(2004)において ST の定義として図表 2-1 を定
め，基本的に OECD もほぼ同内容の捉え方をするに至っている．こうしたこと
を踏まえ，本稿ではこの EU 定義を使用することとする．  
 
図 2-1 EU における ST の定義  
 
出典：ECMT(2004)及び OECD(2002)に基づき筆者にて作成．  
 
2.1.2 交通政策の変化と具体的施策の変遷  
 交通部門における課題は，混雑，環境影響，安全，都市計画，その他多様且つ
広範であるが (中村・林・宮本 2004)，とりわけ混雑解消と環境影響の軽減は大




交通インフラを整備し混雑問題を解消する「Predict and Provide (P&P)」型の  
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問題への対応の必要性が明らかになるにつれて，全世界における CO2 排出の 1/4
を占める交通部門の状況は地球温暖化との関係からも持続可能ではないとの認
識が共有され (Black and Nijkamp 2002)，交通政策の転換が不可避と認識され
るに至った (Banister 2005)．  
 このような認識の変化は，1970 年代の石油危機以降に欧米で検討が開始され
たとされる交通需要のコントロール (「交通需要管理： Transport Demand 
Management (TDM)型」 )の本格的取組みを促進させるとともに，欧州における
「持続可能な交通 (Sustainable Transport：ST)」概念の登場によって，供給の
コントロール (P&P 型 )から，交通需要のコントロール (TDM 型 )への政策のシフ









に持続可能な交通 (Environmentally Sustainable Transport: EST)」を実現する
主要施策として，①移動ニーズの削減，②自動車利用の削減，③公共交通の改善，
④道路網の改善，及び⑤車両の改善を政策目標 (May 2003 及び中村・林・宮本
2004)として取り進められることとなった．  
 









出典：Preston et al. (2007)
 
 
2.1.3 欧州における取組み：持続可能な交通の概念の展開  
 EU における持続可能な交通の概念の明示的使用は，上述の通り 1992 年に公
表された欧州委員会青書に始まる (欧州における ST 概念の時系列的整理につい






なると定められたことを踏まえ，1995 年 7 月に策定された交通部門における共




図表 2.4 持続可能な交通（Sustainable Transport）概念の時系列的把握  
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概念が取り入れられた (CEC 1995)．一方で EU は，OECD が 1994 年より 1999
年にかけて進めた EST 概念の構築に向けた取組を参考に，EU における持続可
能な交通の概念的理解を深めて行った２．こうした流れは，1997 年のアムステ
ルダム条約の環境政策統合 (Environmental Policy Integration: EPI)へのコミッ
トを受けてさらに進展するはずであった．しかし実際には，交通部門における持
続可能な交通を進めるべき CTP の具体的取組は容易には進まなかった (EEA, 
2001)．  









(CEC 1998)．しかし，発表された CTP は，欧州委員会交通総局の主導で作成さ
れた経緯もあり，効率改善と競争力強化，運輸の質の改善など従来同様の主張を
行う一方で，「sustainable forms of transport」は優先的施策の 1 つであるとの
控え目な見方を示し，環境に係る懸念を CTP に統合するためには新しいイニシ
アティブが必要との考えを提起した．こうした状況下，EEA は 1999 年 5 月，
カーディフ・プロセスに沿った持続可能な交通への道筋を TERM 構築に向けた
予備的な報告書の公表により示した (EEA 1999)．2000 年 7 月に公表された
TERM の第 1 回報告書では，環境影響，交通の需要，交通の供給と交通集約度，
空間的計画とアクセス可能性，価格によるシグナル，技術と効率性，各国の統合





 こうした一部の野心的な取組も，2000 年 3 月に公表されたリスボン戦略によ
り修正を余議なくされることとなった．リスボン戦略を受け，2001 年 6 月のイ
エテボリ欧州理事会は，交通量と GDP とのデカップリングと鉄道，内陸水運及
び公共交通へのモーダルシフトが必要と提起したが (European Council 2001)，
この方向性は，2001 年 9 月に欧州委員会が発表した交通部門白書「European 







が増大したことが挙げられる．OECD(2006)によれば，1990 年代の EU の旅客
輸送量 (pkm)及び貨物輸送量 (tkm)は，GDP(2000 年米ドル換算 )が 24%の伸びで
あるのに対して，各々40%及び 48%の増加を示した．また空運による旅客輸送量
及び道路による貨物輸送量も GDP 対比伸率が大きい．白書は，CTP が域内で協
調的に発展しなかったことが交通モード間の不均等な輸送量増大につながった
とした．  
 このようなリスボン戦略公表後の EPI の推進力の低下から，上述の TERM の
動きも静的になっていった．2001 年の TERM では新たに追加された指標も見ら
れたものの，2000 年の TERM で野心的に取組むとされた指標の多くが整備され
ないままとなり，他の指標もアップデートされないものが散見され始め，この傾
向は継続することとなる．  


















性を再確認するに止まった (European Council 2005)．  








合いが悪いこと，交通需要対策に CTP が成果を挙げていないことも指摘した．  
















2.1.4 環境的に持続可能な交通の取組み  
 2001 年の OECD 環境大臣会合において OECD は環境的に持続可能な交通
(EST)ガイドラインを承認した．ここでは，これまでの交通需要予測に基づき対
策を検討する考え方と異なり，将来の目標を所与のものとしてその達成のために





などの長期かつ総合的な取組みが必要となるとされる (加藤  2008)．EST では，
こうした部門横断的な統合的政策への変更が求められるとして，EST の推進と
交通政策と環境政策，都市計画・土地利用政策との EPI も意識された．例えば，
EU においては，欧州委員会が 2009 年に策定した都市交通のアクションプラン
に定める具体的アクションプログラムの第一のテーマには，統合的政策の促進が
掲げられ，政策形成において環境と交通を結合するための統合的アプローチが必
要である旨が提唱されている (CEC 2009)．  
 しかしながら，この EST に向けた取組みは，提唱された個別施策につき引き






































環境影響の軽減については，NOx/SOx や粉塵等の排出，騒音及び CO2 排出増
加の影響軽減は，個別技術の進展と燃費改善が貢献してきた (武藤 2010)．  
 一方，TDM 施策に対しては，個々人の移動につき行動変容を促すためのマネ
ジメント施策 (土木学会 2006)としてモビリティマネジメント (MM)が提起され，
具体的には，フィードバック，ワークショップや教育を重視する取組みがなされ







2.2 交通政策の評価手法の変化  














































MCA の活用可能性を示唆している．  
 






















































P&P 型の交通政策は，インフラ投資の効率性を評価するべく CBA の手法を主と
して採用してきたが，持続可能性の概念の下での検討の必要性から，CBA の政











                                                   
１  TDM の導入の背景と代表的な定義例については太田 (2007)及び (Weiner 
1999)に詳しい．なお，Black et al.(2010)は TDM 概念が多様化したことにより
その効果が減退している旨を指摘している．  
２  1999 年に欧州委員会内に設置された交通・環境合同専門家委員会は，
「sustainable transport system」を， (1)基本的アクセスを確保し， (2)効率的
な運営，交通モード間の選択と経済発展をもたらし， (3)排出を地球の吸収可能
な能力内に制限し，再生可能資源の活用と再生不可能資源の利用抑制を行い，土
地利用と騒音発生を最小限に止めるシステムと定義した (Joint Expert Group, 





(500m 以内 )な人口比率などが含まれる．  
４  TDM と MM の関係について，土木学会 (2006)では，「コミュニケーションを
重視しつつ、従来の TDM をさらに発展させた『TDM の一種』として MM を位
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置づけることができる」とされている．  


























係主体別に体系的に整理するための手法 (森杉  1997)とされる．最終的に各主体
が得る便益と負担する費用を示すことで，これらのバランスを政策的に図る際の




９  Mishan(1982)は，CBA の基礎となる厚生経済学が，個人の主観的価値判断
による補償の総計の正負をして経済的福祉の基準とすることを恣意的な判断で







１０  1980 年代に提起された持続可能性の概念により，より長期の視点からの検
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１１  ネイカンプ (1989)は，CBA では測定不可能な効果を含めることが不可能で
あることを指摘して MCA を正当化する．  




１３  評価主体による判断に差異があることが前提とされており (荻原 2011)，信
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3.1 受容性の定義と合意形成  
3.1.1 受容性の定義  
 これまで多くの受容性に係る研究がなされてきているが，受容性そのものに係







 まず，受容しうる (acceptable)との言葉の意味を語彙的に確認すると，OALD 
(Oxford2010)によれば， acceptable とは，「社会における殆どの人々に同意
(agreed)もしくは承認される (approved)」，「誰かが同意することが十分に良い水
準である，あるいは許容される (allowed)」，そして「余り良くはない (not very 
good)が十分である (good enough)」とされる．Random House(2001)においても，
























て，情報収集費用，公平性，信頼性等の 8 項目を指摘し，その 1 項目として政
治的受容性を挙げて，政策が現在や将来の手段やそれらの考え方から「急進的に











































ではないとされる (小林・松中・田村 2013)．  
 ここで合意形成の定義を確認する．Susskind(1999)は合意形成を「全員一致





























3.2 交通部門の特徴と交通施策の受容性  




























































3.3 交通部門における受容性研究の手法，到達点と課題  
3.3.1 交通部門における受容性研究手法及び対象  
 交通部門における受容性研究の分析手法の分類として，Rienstra, Rietveld 
and Verhoef (1999)は，理論モデルによる推論，具体的施策に対する質問・イン
タビューに基づく分析 (表明選好法 )，及び具体的施策による行動変化に基づく分
析 (顕示選好法 )の 3 手法に分類する．多くの先行研究は，表明選好法によって具
体的な事例につき情報を収集しこれを定量的に分析する手法を採る．以下では，
こうした分類を踏まえ，先行研究に見られる分析手法につき，(i)理論モデル，(ii)


















 具体的データを活用した支払意思額の推計 (松中他 2008)，統計的分析結果の
仔細な検証 (King et al. 2007 及び Garling et al. 2008)，利益最大化行動と投票
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行動を参照した分析 (Rietveld and Verheof 1998)や事例研究から得られた情報
収集による実践的なアプローチからの分析 (Jones 1998 及び Jones 2003)がある
４５．  
 




































容される可能性がある，という知見である．また，Garling and Schuitema(2007), 
Steg and Schuitema(2007)や Eriksson et al. (2006)は，問題認識，個人的規範，
公正性の認知と効果性の認知が受容性向上の要因であること，これらの相互関係
は，施策が問題解決に貢献すると認知されると効果性認知が高まり，これが公正
性認知を高めて受容性が向上すること，を示した１２  (図表 3-1)．  
 






































































































研究に基づく知見は，企業経営における短期収益性重視の傾向 (Berns et al. 
2009)，政策決定者の短期目標達成性向 (Kemp and Martens 2007)やグローバリ
ゼーションにより新たなアクター及び利益に対応し繰り広げられる国際競争と

























3.4 分析枠組みの提示  














































ケ他 1996)から分析を行うものと言える．  
 













































理的とすることの不整合性も指摘される (佐野 2005，関谷 2007 及び長峰
2005)１８．この点については，具体的な事例研究や理論研究から，自己利益に基
づく行動前提においても，利他的行動もありうるとの指摘もなされるようになっ
ている１９．一方，信条は，Sabatier et al. (1993)が提唱する合理的行動の規範
的公理である．Sabatier(1999)は，信条につき，規範的公理として容易に変更さ
れないレベルとそれよりも変化可能性がある根本的な政策ポジションとしての
レベル２０を述べる (図表 3-5)．  
  


























































出典：Nutzinger and Rudolph (2007)を基にJanickeの枠組みを踏まえ筆者にて作成． 
 
3.4.3. 本論文における分析枠組み  
 Janicke(1997)のレジーム・アクター分析の枠組みを拡張したものが，ルドル






的技術的条件 (経済体制や最新技術水準 )及び認知的情報的条件 (基本的価値観・態
度，認知パターンや教育水準 )とし，状況的条件を経済的技術的条件 (経済状況や
科学技術イノベーション )，認知的情報的条件 (世論，ムード，モラール，知識レ








































制度的要因 制度的要因 情報的要因 情報的要因
短期的状況的条件
長期的構造的枠組み条件


































                                                   
１  先行研究においては，ロードプライシング等の施策の受容性につき，表明選
好法を用いて，質問に対して段階分けにより回答を得る形式が多い．  
２  この他にも，猪井他 (2004)が A．センが提起する潜在的能力の概念を数式化
してこれにより受容性の判断に活用する試みを行っている．  
３  とりわけ，ロードプライシングの受容性向上要因に係る研究は因果関係の推





題構造化 (KJ 法によるなど )やサブシステム間の関係に着目する構造モデル化な
どが活用される．統計学的分析では対象事例の特殊性や新たな対策の影響の考










施策導入例を対象に詳細を分析した研究 (Schneider and Volkert 1999，



















公平性が充足される，とするものである (奥野・鈴村  1988)．この考えに沿って
Rietveld and Verhoef (1998)も，equity を proportionality と解釈している．ま
た，市場原理に沿った分配を想定する場合の結果の公平性確保は，所得と富の垂











ど同じ意味で用いる」としていることが参考となる (リンド・タイラー ,1995: 3
頁 )．このことは，藤井 (2003)においては，方策が「公に正しいとの大義名分に
ついての賛同が得られるならば，社会的に受容される」(藤井 , 2003: 238 頁 )とさ
れていることにも示される．すなわち，ここでの「公正」は分配的公正たる「公
平」と異なり，「正義」(藤井 , 2003: 238 頁 )の意味を併せ持つものと考えられる．  
９  Gärling, T., &Schuitema, G. (2007)は， fair を論じつつ，この perceived 




通の改善 )が指向されるとした．この解釈では fairness は，equality に近いと思
われる．  



















１５  ここでは fairness が justice の意味を含まない主旨で論じられており「公平
性」と訳す．  
１６  吉田 (2003)は，この分析に際しての留意点として，問題の種類・緊要性及び
アクターの配置状況や関係 (例えば政府と業界の関係や業界内での競争と協力関
係 )を考慮すべき旨を指摘している．  
１７  吉田 (2003)は，一般に環境経済学者は特定の経済集団を重視し，その環境保
全上の効果を強調しがちであり，多様な政策手段の組み合わせ，対話指向など
の政策スタイル及びアクターの配置状況 (政府と業界との関係，ネットワークや














１９  利己的動機に基づく利他的行動の概念 (山岸 1990)が認められ，また，Lewin 
(1991)は，自己利益と公共利益が長期的に一致する場合を指摘，状況が繰り返さ
れると次善の選択として損を極小化するべく協力することを学習するとする．ま







                                                                                                                                                                        
以外の動機に基づく行動として，共感とコミットメントによる行動を述べる
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 オランダにおける自動車向け課金制度検討の経緯は，まず，1988 年から 1999 年にかけ
て，料金徴収所を設置して混雑料金制度を導入するとともにラッシュアワー対象のピー
ク・ロード・プライシングを併せ導入することを検討・断念したことに始まる(図表 4-1)．
さらに，2001 年から 2002 年には，本制度類似の対距離課金制度（自動車関連税の対距離
課金への変更を含む）の導入を検討したものの，政府諮問委員会(State Council)の同意取
得が得られず法案提出を再度断念している．その後，政権交代を経て 2004 年から，KP の
 68 
 
検討が開始され，2009 年 11 月の議会への法案提出に至った(Minister of Transport 2009)． 
 KP は，GPS（衛星通信）技術を活用し自動車の所在地を把握し，走行距離に応じて各
自動車に対して課金を行う制度であり，交通混雑の解消とアクセス改善を実現させること
を目的に(Ministry of Transport 2009)，2010 年初頭まで検討が続けられた．本制度を開始




図表 4-2 KP の自動車関連固定税（自動車購入税）の転換内容とスケジュール 
（ガソリン車の例）
CO2g/Km当り税額（€） 2010年 2011年 2012年 2013年
免除110g/Km未満 0 0 0 0
110g/Km～180g/Km 34 52 71 95
180g/Km～270g/Km 126 173 213 286
CO2>270g/Km 288 403 497 667
道路税の転換
(平均的乗用車の例） 2010年 2011年 2012年 2013年
基本税額（€/年） 412 412* 412* 412*






































と，の 4 要素が重要であると指摘した４． 







ない．Schuitema et al. (2008)も，施策が関連するアクターやコンテクスト間の相互作用
を分析する必要を認めており，本章は，レジーム・アクター分析を基礎とする第 3 章で提
示した枠組みを活用して，アクターと制度間の相互作用，意思決定過程，アクターの行動




図表 4-3 具体的 KP 導入の過程とレジームの３つの期間区分 

























































































































































図表 4-5 道路渋滞状況の推移 
 
出典：Noordegraaf, D. et al. (2012) 
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図表 4-7 オランダ国民の環境問題としての気候変動問題・交通問題の認識推移 
① 気候変動 ① 気候変動
② 水質汚染 ② 大気汚染
③ 大気汚染 ③ 人的災害
④ 人的災害 ④ 水質汚染
⑤ 自然資源 ⑤ 自然資源
⑥ 生物多様性 ⑥ 化学物質
⑦ 廃棄物 ⑦ 生物多様性
⑧ 化学物質 ⑧ 廃棄物
⑨ 都市問題（渋滞等） ⑨ 都市問題（渋滞等）
⑩ 自然災害 ⑩ 交通（車増加等）
⑪ 交通（車増加等） ⑪ 自然災害
2004年11月 2007年11-12月
 
出典：Standard Eurobarometer 217 及び 295 問「あなたが懸念する主要な環境問題は
何か」（複数回答可）への回答結果の上位順位． 
 
図表 4-8 オランダ国民の問題認識対象の推移 
 





















































れる中，各々の経済的利益に係る情報が共有された（Ministry of Transport, Public Works 
and Water Management 2007)ことから，施策の効果性が認知されていった． 
こうした変化から，2009 年に入り，交通・公共事業・水管理大臣（当時）による本制度
導入方針の表明及び財務大臣による本制度導入と自動車関連諸税変更の方針の表明が議会







要因の 3 レジームはそれぞれが KP 導入に寄与する状況となっていた． 
 










下でも，連立政権及び政府による KP 導入に向けた検討は継続し，2009 年 11 月に KP 法
案を国会に提出するに至ったが，KP 法案提出直後に国内有力紙が継続的に開始した KP
導入によるプライバシー懸念の報道姿勢があり，これが情報的要因としての社会的解釈と













































































































































計算できる（Schneider and Volkert 1999）．情報の収集に係る費用から，合理的無知が見














































































すなわち，期間 I では，経済的要因から，経済的利益を発生させる KP の制度内容を受
けて「市民」及び「経済界」は KP 支持に動いたが，他方で，この経済的要因によって「政
党」は KP の実現に慎重となったために，制度的要因が機能せず，KP の検討が大きく推進
することはなかった． 
 


















(5)期間 III の分析結果 







を取った（Noordegraaf, D. et al. 2012）２２．「経済界」２３は経済的利益の認識から KP 支




















































































































 オランダ政府により組成された制度検討枠組みの中の一つの組織である Joint Fact 





















ＣＯ２排出等削減 4 4 4
交通事故減少 7 7 6













































































15 10 － －
▲9 0 － －
0 ▲5
▲10 0 ▲19 0









▲1 0 － －






































































































































































表 4-16 及び図表 4-17) 
 




























































































































                                                   
１ 周辺諸国からの大気・水質汚染や地球温暖化の影響懸念による．オランダは，欧州連合
における環境政策のイノベーターであるとの分析もなされる(Arts et al. 2002)． 










が低かったことが図表 4-6 から判る． 
７ 連立協定(2007 年 2 月 7 日付：オランダ語)による． 
８ 連立政権に参画したキリスト教連合(CU)所属 Carla Dik-Faber 下院議員によれば，CU










                                                                                                                                                                        
党の KP 推進に対するコミットは動揺した． 
１１ 交通水管理大臣は 2010年 1月，車利用者協会の支持が得られなければKPを導入しな
い旨を明言，これに国会が反発した(Noordegraaf, D. et al. 2012)． 
１２ オランダにあるシンクタンク CEDelft の交通部門担当者との間の情報収集（2013 年 6
月）による． 
１３ 車利用者協会の資料（2006 年 10 月 10 日付：オランダ語）では，自己負担分の公平な
歳入使途が最も重要な問題である旨主張している．なお，この信条は，間接的には道路を
利用する自己利益をもたらす利害として区分されよう． 
１４ オランダ全市(400 超)が加盟する団体(VNG)との間の情報収集(2013 年 6 月)による． 
１５ 国内最大の発行部数（約 90 万部）と言われる De Telegraaf 紙の報道姿勢についての
CE Delft との間の情報収集(2013 年 6 月)による． 
１６ CEDelft との間の情報収集（2013 年 6 月）による． 
１７ エネルギー部門，租税部門及び環境部門の諮問委員会(Council)が合同にて同意文書を
国会宛に発出した(2008 年 1 月)． 




２０ 米国 IBM 及びオランダ通信機器企業(NXP)により 2009 年 6 月から 6 カ月にわたり
Eindhoven 市で実施され，KP が渋滞軽減に効果的であることが実証されたとの発表がな
された(IBM 2010). 




調査の結果，回答者 40 万人のうち 68%が，利用に応じた課税方式に利益があり公平であ
るとして，KP を継続支持していると判明．車利用者協会も自らの経済的利益と中核的信
条から判断していたことになる． 
２３ 経済団体(オランダ車輌工業会－自動車自転車商業組合) BOVAG-RAI の資料
(BOVAG-RAI 2009)(2009年 11月 17日付：オランダ語)によれば，利用に応じて課税され
ることの合理性，歳入の使途の公平性及び環境改善のインパクトの 3 点から引き続き KP
導入支持を表明している． 
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補助が投入され 2006 年 4 月に開業した(図表 5-1)．運行本数の増加や終電時間の延長など
利便性の向上が図られ，乗客数は増加した一方で(図表 5-2 及び図表 5-3)，単年度の事業収
支は想定通り赤字となっており，市の補助金が投入されている． 
 富山市はスプロール化及び車社会化が全国的にも進展している．前者については，県庁
所在地の中で全国 1 位低い人口密度(40.3 人/ha(2007))であり，都道府県持ち家率は全国 2
位(77.6%(2007))の数値を示す．後者については，世帯当り乗用車保有台数で全国 2 位(1.73





















































































の知見のうち分析の対象とすべき項目を図表 5-5 の通り整理しうる８． 
 
図表 5-4 富山 LRT 事業と財源別内訳 
国 県 市 事業者
連続立体交差事業負担金 33 17 8 8 －
路面電車走行空間改築事業 8 4 － 4 －
LRTシステム整備補助 7 2 1 1 3
市単独事業 10 － － － 10







図表 5-5 先行研究において抽出された要因の分類 







































との間で，費用便益項目に基本的に差異は無い(国土交通省 2005，Hayashi and Morisugi 
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も，各アクターは LRT 導入施策を受容するに至った，とする． 
 




















































































での期間(1995 年 7 月～2001 年 4 月)，期間 II：市長の LRT 化方針表明までの期間(2001
年 4 月～2003 年 5 月)，期間 III：市議会予算承認までの期間(2003 年 5 月～2004 年 3 月)
及び期間 IV：事業認可・特許取得までの期間(2004 年 3 月～同 11 月)としてレジーム内容
を分析する(図表 5- 1)． 
 
図表 5-7 地域経済の状況 
1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
富山県経済成
長率（名目）
▲1.6 ▲1.4 ▲1.2 1.6 ▲3.6 0.5 1.5 0.0 0.1 ▲1.7
同（実質） ▲2.6 ▲0.4 0.5 2.9 ▲2.3 2.7 3.1 1.1 1.5 ▲0.7
国全体経済成
長率（名目）
0.9 ▲2.0 ▲0.8 0.9 ▲2.1 ▲0.8 0.8 1.0 0.9 1.5













































































































































信がなされ(図表 5-12)，情報的要因たる認識が醸成されていった(図表 5-6)． 
  




























































図表 5-13 参加・関与による検討の枠組み 



























































































































































































































































試算すると図表 5-18 となる． 









図表 5-17 市により公表された社会的費用便益試算の内容 (単位：億円) 
所要時間短縮 90 57 0
移動費用軽減 9 9 0
交通事故軽減 4 3 0






















































































90 90 - - - - - - - - 0 0 0 0
移動費用














































































































































































 上記のレジーム変化とアクターの利害，選好及び影響の状況をまとめると図表 5-19 及び








図表 5-19 レジーム変化 































































図表 5-20 アクターの行動 














































































































































































































































































 公共交通の整備と利用促進は，TDM の重要な施策の一つである．TDM 施策の受容性に




























































                                                   
























７ 脚注 1 法令定義参照． 
８ なお，この国・県による補助金の意味については，本事例から得られる知見に基づいて，
第 6 章で改めて論じる． 
９ 新幹線導入スペース確保のため，既存路線をそのまま LRT 化する選択肢はなく，廃線






１１ 平成 9 年度から平成 13 年度の経済成長率(実質)がプラス成長であり且つ全国比を上回
ったのは平成 12 年度(全国比プラス 0.3%)のみであった． 
１２ 平成 12年度より市は財政調整基金及び減債基金の取り崩しにより一般財源の不足を補
填，この状況が深刻化する見通しであった(富山市 2003)． 
１３ 直近の平成 11 年度には同一県内地域鉄道(万葉線)の民間事業者経営撤退事例あり，ま






１６ 県庁内の自主研究グループは 2002 年 4 月より富山港線の LRT 化につき検討し 2003
年 1 月に提言を発表(読売新聞 2003 年 1 月 29 日記事)，市も 2003 年 1 月に庁内検討会を
発足させた． 
１７ 2003 年 3 月に富山港線沿線の 5 自治振興会会長による要望がなされた程度である． 
１８ 但し，沿線住民の意向は非公式に確認された形跡はある(望月 2009)． 

















２４ 2004 年 3 月の市議会承認は全会一致でなされ，審議の過程では沿線選出議員からは，
バスとの連携等の要望，非沿線選出議員からは将来の延伸可能性への期待の表明等が各な
された(2011 年 3 月の市へのヒアリングによる)． 
２５ 地元公共事業者は富山港線に並行したバス路線を持ち，事業者からのヒアリングによ
れば，対象バス路線は黒字路線であったとのことである(2011 年 3 月のヒアリング及び
2014 年 4 月実施の情報収集による)．LRT 化案では左記バス路線の廃止による収益喪失に
加えて，代替バス運行による収益可能性の逸失も見込まれた． 
















３２ 市長以下幹部のタウンミーティング，説明会や出前講座の開催回数は延べ 300 回を越
えた(2011 年 3 月市へのヒアリングによる)． 
３３ 富山市の年間予算規模は 1,000 億円強程度．個人市民税当初納税義務者数は約 21 万人
(富山市「税務概要 平成 25 年」による)．これら市民が初期投資費用の市負担分 16 億円或
いは 30 年間に亘る LRT の費用負担増分 68 億円を徴税により分担するとして，この費用
便益の明確な算出を行うことは合理的になされないと想定しうるであろう． 
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況につき整理すると図表 6-1 の通りである． 
 これらの特徴的差異と背景を踏まえて，3 レジームとアクターとの相互作用，意思決定

















































































































が図表 6-2 である． 
 






















































































 この私的利益に直接的には相反する信条に基づく行動が KP 検討の最終局面で大きく立






















































































出典: IMF World Economic Outlook Databases (単位：％) 
 










































































                                                   
１ ECORYS(2007)によれば，導入初期費用は 21 億ユーロ，年間の運営維持費の政府負担
が 4.5 億ユーロであった．また，利用者の初回分の車載 GPS 機材の費用は政府負担となる
とされ，その費用は一台当たり機材 85～140 ユーロ，据付費用 50 ユーロとの想定がなさ
れていた． 





                                                                                                                                                                        
民にとって間接的な負担が過大となり施策の受容性に大きく影響が及ぶこととなる． 
４ なお，本事例では，経済成長鈍化が交通量及び CO2 排出量減少につながるために，経
済的要因と問題状況とに相関関係が認められ，問題の緩和状況から問題重大性認知が変化
している． 
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 本稿における検討は，持続可能な交通の実現を目的とする TDM 施策の中でも規模の大
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 事例や欧州の交通政策の検討に当たっては，環境省「環境経済の政策研究」第 I 期(2009
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